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一般報文 

海面上昇による汀線変化の簡易推定方法 

渡邊国広・加藤史訓
 

1．はじめに1 

気候変動に関する政府間パネル（以下「IPCC」

という。）による第5次評価報告書1) では、既に全

世界の平均海面水位は上昇しており、今後も上昇

が続くとの予測が報告されている。さらにIPCC

第51回総会（2019年9月）では、「変化する気候

下での海洋・雪氷圏に関する IPCC特別報告書

（海洋・雪氷圏特別報告書）」 2) が受諾され、21

世紀末（2081～2100年）における全世界の平均

海面水位の上昇量予測は、現在（1986～2005年）

と比べて、RCP2.6シナリオでは0.39m（0.26～

0.53m）、RCP8.5シナリオでは 0.71m（ 0.51～

0.92）と第5次評価報告書から上方修正された。

2020年12月に文部科学省と気象庁により公表さ

れた「日本の気候変動2020」 3) では、日本沿岸

における上昇量もほぼ同程度とされている。 

 海岸行政においても将来の気候変動に対する適

応が課題と認識されており、2019年10月に「気

候変動を踏まえた海岸保全のあり方検討委員会」

（事務局：国土交通省水管理・国土保全局海岸室）

が設置された。2020年7月には提言「気候変動を

踏まえた海岸保全のあり方」4) が公表され、パリ

協定の目標と整合するRCP2.6シナリオを前提に、

影響予測を海岸保全の方針や計画に反映し、整備

を推進していくことが求められた。この提言を踏

まえて11月には海岸保全基本方針5) が変更されて

おり、今後は、この新たな基本方針に基づき、各

沿岸の海岸保全基本計画が各都道府県によって変

更されていくことになる。 

気候変動が海岸に及ぼす影響の1つとして、海

面上昇による砂浜の消失が懸念されており、海岸

侵食対策についても、海岸保全事業が予算化され

ていない海岸も含む膨大な数の海岸について、計

画の見直しが必要となる。筆者らは、各海岸管理

者が所管する海岸の中から優先的に対策を実施す

る海岸を選定する際に活用できる、海面上昇によ

──────────────────────── 
A Simple Method for Projecting Shoreline Response to Sea-
Level Rise 

る汀線変化の簡便な推定方法の検討6) を進めてお

り、本稿ではその内容を紹介する。 

2．海面上昇による汀線変化の簡易推定手法 

2.1 Bruun則による汀線変化予測 
海面上昇による砂浜の汀線変化を予測する手法

としてはBruun則による方法が世界中で広く使わ

れており、国内77海岸を対象とした簡易予測で

は、最も厳しいRCP8.5シナリオで2081～2100年

には83%の砂浜が消失すると指摘されている7)。  

Bruun則とは岸沖方向の海浜断面形状に着目し、

海面水位の上昇量に応じて平衡断面形状を保つよ

うに岸沖方向の土砂移動が起こるとした簡易的な

モデルであり（図 -1）、岸沖方向の海浜断面内の

土砂量が変化しないことを前提としている。全国

規模で影響を見積もる場合には1つの砂浜（地先

海岸）につき代表断面を1つ決めて推定するので

問題とならないが、現実には沿岸方向に土砂が移

動する沿岸漂砂が存在し、地先海岸内にも断面内

の土砂が増加傾向の箇所と減少傾向の箇所が混在

する。そのため、海岸管理者が各地先海岸内の具

体的な要対策箇所を抽出するための将来予測にお

いては適用が難しい。 

2.2 土砂量変化を考慮した推定方法 
上記の課題に対応するため、最近では、沿岸漂

砂や養浜等による土砂量変化を考慮できる方法

（以下「修正Bruun則」という。）8) も提案されて

いる。式（1）の右辺第1項までが通常のBruun

則であり、右辺第2項以降を追加することで、沿

 

図-1 Bruun則による汀線変化の模式図  
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岸漂砂や養浜等による土砂量変化も考慮できるよ

うに改良されている。 
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ここで、  𝑋：汀線の変化量  (m)、𝑆：海面上昇

量  (m)、𝑊∗：土砂の移動限界水深までの水平距

離  (m)、ℎ∗：移動限界水深  (m)、𝐵：バーム高 

(m)、𝐿：海岸延長  (m)、∅：移動限界水深より沖

からの土砂供給量  (m3)、  𝑉௦：漂砂系からの土

砂損失量  (m3)、𝑉௦௨：漂砂系への土砂供給量  

(m3)、𝑑𝑄 𝑑𝑦⁄ ：沿岸漂砂量の沿岸方向の変化量 

(m3/year/m)． 

岸沖断面内の土砂量が変化する海岸については

本手法を用いることが望ましいと思われるが、海

面上昇を伴う汀線変化は観測例が乏しい現象であ

るため、我が国の海岸に適用した場合に得られる

精度が不明である。そこで本研究では、相対的な

海面上昇を経験しており、測量成果が存在する国

内の海岸において本手法の適用性を検証した。 

3．海面上昇を経験した海岸における検証 

3.1 日本の海岸における相対的な海面上昇 
平均海面水位は、全球平均では 2006年から

2015年までの10年間で3.6mm/年のペースで上昇

していることが報告されており2)、我が国の沿岸

においても同程度であることが報告されている3)。  

 この規模の上昇量では、これまでに経験してき

た海面水位の上昇が海浜地形変化に与えてきた影

響を検証することは難しいが、我が国の海岸には

地殻変動や地盤沈下（以下「地殻変動等」とい

う。）によって地盤高が低下することで、相対的

により大きな海面水位の上昇を経験している海岸

が存在する。 

本研究では、それらの海岸で生じた海浜地形変

化を分析することとし、5海岸に着目した（図-2）。  

近傍の潮位観測所で海岸昇降検知センターが公

表している地盤変動量の推定値によれば、地盤高

の低下は新潟西港で最も大きく9.1mm/年（1989

～2005年）、最も小さい胆振海岸で1.8mm/年で

あった（図 -3）。九十九里海岸については九十九

里浜侵食対策検討委員会によって 15.0mm/年

（1968～2012年）であることが示されている9)。 

3.2 土砂量変化が既知の海岸における精度検証 
 式（1）で示した修正Bruun則のうち土砂量変

化による影響分である右辺第2項以下の合計は、

断面内の土砂量変化として観測されるので、式

（2）のとおり置き換えることができる。 
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ここで、  𝑉：断面内の土砂量の変化 (m3/m)． 

 5海岸34測線における2時期の深浅測量結果か

ら各測線における土砂量変化を算出して式（2）

の右辺第2項に代入することで、汀線変化速度を

算定して、測量によって得られた値と比較した。 

 式（2）による算定結果は、測量による実測値

よりも汀線後退が大きくなる傾向となったが、離

岸堤や突堤等が存在しない測線では実測値に近い

値となっていた（図 -4）。地形変化の限界水深ま

での水平距離が750mを超える遠浅の海岸を除け

ば、算定値と実測値の差は構造物の設置状況によ

らず概ね±1.0m/年程度の差に収まっていた。 

 算定結果のうち、相対的な海面上昇による影響

を表す式（2）の右辺第1項によるものは第2項の

断面内の土砂量変化によるものに比べて小さく、

九十九里海岸以外の4海岸では、ほとんどの測線

における汀線変化は土砂量変化が卓越していた

(1)

(2)

図-2 対象海岸の位置  
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（図-5）。 

3.3 長大海岸における汀線変化予測の試行 
 海岸内に堆積域と侵食域が混在する長大な海岸

における適用性を確認するため、南九十九里海岸

（片貝漁港～太東漁港）に着目し、1977～2015年

までの38年間に観測された汀線変化の再現を式

（1）により試みた。式（1）を用いたのは養浜実

績が既知であり、沿岸漂砂量も数値計算により推

定可能であることによる。 

算定にあたっては、対象沿岸約23.1kmを沿岸

方向に約2.3kmずつ10区画（図-6）に分割するこ

とで、場所による汀線変化の違いに対応できるよ

うにした。相対的な海面上昇量は、1977年から

2012年までの平均値で設定し、対象期間中に区

域6から区域9で実施された計約27.5万m3の養浜

の全体積を土砂供給量として反映させた。 

 式（1）の右辺第5項に用いる沿岸漂砂量の沿

岸方向分布は、代表波毎にエネルギー平衡方程式

による波浪変形計算を実施することで求めたもの

をCase1とし、大木ら 10) が提示した地盤沈下量

補正後の漂砂量分布を用いたものをCase2とした。  

 修正Bruun則によって予測された38年間の汀

線変化量は、Case1では海岸全体で平均18.5mの

後退と算定され、このうち相対的な海面水位の上

昇による汀線後退量は17.1mであった。同時期に

撮影された空中写真からの判読結果と比較すると、

区域4及び区域5については良く一致していたが、

区域2から区域9にかけての汀線後退量は実測で

は平均31.0mであったのに対して予測値は平均

10.0mとなった（図 -7）。南白亀川以南において

は砂浜幅が既に50m未満の箇所が多いことを考え

れば、平均で約21mの差は無視できない差である。  

大木ら 10) の沿岸漂砂量分布を用いたCase2で

は実測値に近い値が得られたことから、上記の差

は沿岸漂砂量の設定に起因するものと考えられた。  

一宮川の河口周辺とその北側を含む区域7は護

岸の前面にほとんど砂浜がなく、一宮川以南の区

域8及び区域9にはヘッドランド群が設置されて

いる。大木ら 10) の沿岸漂砂量分布ではこれらに

よる沿岸漂砂量の低減が見込めているものの、本

研究の設定では十分に見込めていないことの影響

が大きかったと考えられた。 

4．修正Bruun則を活用する上での留意点 

5海岸における精度検証結果から、多くの海岸

では海面水位の上昇に加えて土砂量変化が汀線変

化に与える影響も無視できず、沿岸漂砂による土

砂収支をいかに精度高く予測できるかが重要であ

ることが示唆された。 

図-4 汀線変化速度の算定結果と実測値  

図-5 土砂量変化と海面上昇による汀線変化  
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図-6 南九十九里海岸における区域分割位置  

図-7 修正Bruun則で予測された汀線変化量  
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しかし、沿岸漂砂を発生させる波浪に対する気

候変動の影響については海面上昇に比べて研究例

が乏しく、現時点では不確実性が高い。想定し得

る複数パターンの沿岸漂砂量分布について感度分

析を行い、予測結果の幅を把握した上で対策検討

に用いるなどの工夫が必要と考えられた。 

汀線変化の大部分が断面内の土砂量変化で説明

されるという結果は、本研究で取り上げた海岸が

侵食傾向にある海岸であることも影響しているが、

そのような海岸にしか十分な測量成果が無いのが

実態である。海岸保全事業が実施されていない海

岸においても、概略検討に必要な水深10m以浅の

海底地形のデータが整備されることが望まれる。 

ただし、断面内の土砂量変化が重要という結果

は、将来予測される海面水位の上昇を考慮した場

合でも、優先的に対策を実施すべき箇所は、土砂

収支の不均衡が生じている箇所であることを意味

する。現在の侵食対策を着実に進めていくことが

重要であり、その上で、海面水位の上昇により新

たに必要浜幅が確保されなくなる砂浜を見落とさ

ないよう、修正Bruun則などの簡易手法による広

域での概略調査を実施することが求められる。 

5．おわりに 

 本稿では、海面上昇を考慮した汀線変化の簡易

予測手法として修正Bruun則をとりあげ、国内5

海岸を対象として実施した適用性検証の内容を紹

介した。将来の土砂変化量の精度高い予測方法な

ど課題はあるものの、海岸行政に携わる担当者が

自ら試行錯誤しながら概略検討できるという点で

は、有効な手法と考えている。現在、海岸侵食対

策が事業化された段階での活用を想定した、より

詳細な将来予測の方法についても検討を進めてお

り、今回紹介した簡易予測手法とあわせて、海岸

管理者等に対して情報提供できるようにとりまと

めていきたいと考えている。 
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